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本研究では，低炭素社会の実現に向けた交通政策のうち，交通料金政策に着目する．ここで，料金政策

は，市民一人一人の生活や経済活動に大きな影響を与えるため，その実施にあたっては合意形成が重要な

課題となる．そこで，本研究では，料金政策に対する移動主体の受容意識に着目し，政策や個人によって

受容性がどのように変化するのかを分析した．具体的には，混雑時間帯に自動車を利用すると一定額の課

金が生ずる（政策1），自動車の利用量に応じて課金がなされる（政策2），政策2に加え公共交通運賃が

割引される（政策3），の3つの政策を社会実験形式で実施し，事後アンケート調査において受容意識を尋

ねた．その結果，公平感やCO2削減効果が期待される政策ほど受容性が高い，政策3はかえって自動車利

用者と公共交通利用者の不公平感を助長し受容性が低下する等の知見を得た． 
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1. はじめに 

 

 低炭素社会の実現には，日本の総CO2排出量の約2割

を占める運輸部門において，大幅なCO2削減が不可欠

である．そのためには，エコカーの開発などの技術革

新や公共交通指向型開発などのインフラ整備，郊外化

規制や信号制御のようなマネジメント，意識啓発や混

雑情報などの各種情報提供，課税や運賃政策等の経済

的政策など，様々な手段を駆使して取り組む必要があ

る1)．このうち，経済的政策については，対象や金額等

の設定を通じて，交通手段分担率などの交通需要に直

接的に影響を与えるほか，エコカー減税に代表される

ように，様々な政策手段の浸透度合いにも影響を及ぼ

すことができる．加えて，プライシングや運賃政策等

の交通料金政策に着目すれば，ETCや公共交通ICカー

ドの普及により，多様かつ柔軟な料金方式の設定が技

術的に実施可能であるため，個々人の移動ニーズや地

域の交通サービス水準に即した政策展開を行うことが

できるという点で非常に大きなポテンシャルを秘めて

いると言えよう． 

しかしながら，交通料金政策は，市民一人一人の生活

や経済活動に大きな影響を与えるため，その実施にあた

っては合意形成が極めて重要な課題となる．そこで，本

研究では，交通料金政策に対する移動主体の受容性に着

目し，政策や個人によって受容性がどのように変化する

のかを分析する．なお，分析においては，現存しない政

策を実際に体感できる社会実験を実施し，それに際して

行ったアンケート調査データを用いて分析する． 

 

２．社会実験及び調査の概要 

 

 料金政策の効果や受容性を把握するために，2010年11

月22日から1カ月に渡り，名古屋でモニター50名を対象

に社会実験を実施した．最初の1週間は通常どおりに行

動し，次いで，環境負荷の削減や道路交通渋滞の緩和を

目的とした3つの政策を1週間ずつ体験して頂き，行動に

よって謝礼が変動する方式を採用した． 

具体の政策について，まず政策1は，「特定時間に自

動車で出発すると課金される政策」であり，表-1のよう

に渋滞の激しい時間帯に出発するほど課金額を高く設定

した．次に，政策1は距離に依らない定額制という点で

必ずしも環境負荷量に比例していないことから，政策2

では，従量制であるガソリン税を想定し，「自動車の利

用時間に応じて終日課金（10分あたり100円）される政
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策」を採用した．政策3については，自動車利用者の課

金による負担の軽減および環境負荷の低い公共交通の利

用促進を意図し，「政策2に公共交通運賃の割引（30%

割引）を追加した政策」を採用した．なお，政策1は移

動手段と移動時間の変更により，また，政策2および3で

は移動手段の変更により課金を避けることが可能である． 

これら3つの政策の体験前後で，後述する受容性に関

するアンケート調査を実施し，その際，設定料金を幾つ

か変化させた場合についても同様の質問を行った． 

 

表-1 政策1の課金額 

出発時間 課金額（円） 出発時間 課金額（円）

6:30-7:00 150円 9:30-11:00 300円

7:00-8:00 300円 16:30-18:30 300円
8:00-8:30 150円

17:30-19:30 150円

平日 休日

 

  

３．料金政策体験後の受容意識 

 

図-1は，体験後の各政策に対する受容意識として，

「政策に賛成する」という設問の回答値を単純集計した

結果である．全ての政策において半数以上が反対意向を

示し，反対傾向が強い．また，自動車を利用すると必ず

課金される政策2の受容性が最も低いが，自動車に課金

した代わりに公共交通運賃を割引く（政策3）ことで不

満がやや緩和されることが伺える． 

  

2%

0%

0%

28%

16%

23%

16%

14%

21%

38%

40%

35%

16%

30%

21%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特定時間に車で出発すると課金(N=50)

車の利用時間に応じて課金(N=50)

車の利用時間に応じた課金と公共交通運賃の割引(N=48)

非常にそう思う ややそう思う どちらでもない あまりそう思わない 全くそう思わない

 

図-1 各料金政策の受容意識 

 

４．構造方程式モデルによる要因分析 

 

 既往研究2)に基づき，政策の受容意識に影響を及ぼす

と考えられる要因とその因果構造を図-2のように仮定し

た．表-2の測定指標は，各々「1. 全くそう思わない」か

ら「5. 非常にそう思う」の5段階評価値で回答を得てい

る．そして，各構成概念についての個人差や政策による

違いを見るために，表-2の測定指標ならびに個人属性を

用い，政策ごとに線型構造方程式モデルを適用した．各

政策に対するモデルの推定結果を図-3～図-5に示す．な

お，実線は推定値が正，波線は負，**は5%有意，*は

10%有意であることを表している． 
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図-2 受容意識構造 

 

表-2 構成概念と測定指標 
構成概念 定義 測定指標

受容意識

主として政府・行政等の権威者から提示され

た施策に対して，一般の公衆が受け入れる

か否かという形式の抱く態度

政策に賛成する

公正感

倫理的・道徳的な基準から考えた場合にど

の程度「正しい」施策であるか，という主観的

な評価を意味する心理要因

社会的にみて正しい政策だ

・私の移動の自由が妨げられる

・移動以外の面で私の生活に悪影

響を及ぼす

分配的公正感
意思決定の結果もたらされる分配の公正感

（平等さ，衡平さ）
みんなに平等な政策だ

・CO2排出量の削減や渋滞の緩和

に効果がある

・社会全体に良い効果をもたらす

自由侵害感

公共利益増進期待

自らの自由がどの程度制限されたのか，と

いう主観的な評価

施策を導入した際，社会的便益がどの程度

増進するか，という期待
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図-3 政策1の構造方程式モデルの推定結果（抜粋） 

 

男性ダミー

20～35歳未満
ダミー

50～65歳未満
ダミー

有職者ダミー

保有台数2台以上
ダミー

専用車保有ダミー

低年収ダミー

高年収ダミー

世帯人数ダミー

小学生未満の
子供ありダミー

公共交通利用頻度

自動車利用頻度

体験前ダミー

課金額ダミー

公共利益
増進期待

公正感

分配的
公正感

自由
侵害感

受容
意識

サンプル数：188

 

図-4 政策2の構造方程式モデルの推定結果（抜粋）
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図-5 政策3の構造方程式モデルの推定結果（抜粋） 

 

(1) 3政策の受容性 

 全ての政策において，公共利益増進期待から受容意識

への直接効果を除く構成概念間の構造パラメータが5%

有意を満たし，受容意識構造が既往研究と同様であるこ

とが確認された．また，「自分専用車を持っている」，

「小学生未満の子供がいる」個人は全ての政策において

自由侵害感を大いに感じていることがわかる．これは，

子供がいる場合，代替手段となる公共交通が利用しにく

いため，それが反発感を高め，結果として受容意識が低

くなるものと推察される． 

 

(2) 政策間比較 

 まず，政策1に表れていない個人属性として，政策2で

は，「世帯人数が多い」個人は有意に自由侵害感が高く

なっている．これは，そのような世帯は自動車を使わざ

るを得ない郊外居住者が多いため，終日必ず課金される

ことが影響し，自由侵害感が相対的に高いものと推測で

きる．次に，政策3は，政策2に公共交通運賃の割引を追

加したため，分配的公正感は高まると考えられたが，

「2台以上車を持っている」，「小学生未満の子供がい

る」，「自動車利用頻度が高い」個人は逆にそれが低く

なるという結果が得られた．これは，自動車が必要であ

る人は，政策3を利己的なフレームで評価する傾向にあ

り，結果として，公共交通運賃の割引が不公平感を増幅

したことによるものと考えられる． 

 

(3) 体験前後の変化 

 体験前ダミーは，社会実験の体験前後での意識の差を

把握するために用いた説明変数である．図-3～図-5より，

全ての政策において，体験後のほうが構成概念の値が受

容性を低下する方向にシフトするという結果が得られた．

つまり，体験後は個人の自由がより侵害され，公正では

なく，公共の利益も思ったより増えないと感じることを

意味している．これは，今回のように，自動車に対する

課金水準が比較的高い場合には，政策を利己的なフレー

ム，すなわち損得勘定で評価し，それが全ての構成概念

の評価を低下させる危険性があることを示唆しているも

のと推測される． 

 

５．おわりに 

 

 本研究では，低炭素社会の実現に向けた交通政策のう

ち交通料金政策を対象とし，その実施にあたって重要と

なる移動主体の政策に対する受容意識に着目して分析を

行った．その結果，社会実験で実施した政策は，自動車

に対する課金水準が比較的高かったため，受容性は総じ

て低く，特に，自動車の必要性が高い人にとっては，公

共利益増進期待や公正感自体も全般的に低くなることが

明らかとなった．従って，政策の実施に当たっては，モ

ビリティ・マネジメントに代表される各種コミュニケー

ション手法を援用し，政策の意義を丁寧に説明する等の

配慮が極めて重要であると考えられる．また，代替手段

がない人や，子供がいる個人ほど反対傾向が強いことか

ら，政策を画一的に適用するのではなく，家族構成や居

住地域に応じた料金政策も十分に検討の余地があるもの

と考えられる． 
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